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１．災害時における自衛隊への災害派遣要請について 

（平成 29年３月 30 日北海道総務部危機対策局危機対策課長通知） 
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２．災害時における自衛隊への災害派遣要請手続等 

 

（１）災害派遣要請基準 

自衛隊の派遣要請は、応急対策等の実施が市の組織等を動員しても不可能または困難であり、 

人命または財産を保護するため自衛隊の出動が必要と認められる場合において行う。 

派遣要請にあたっては、自衛隊法の趣旨を踏まえ、公共性（公共の秩序を維持するため、人命 

または財産を社会的に保護しなければならない必要性があること）、緊急性（差し迫った必要性 

があること）、非代替性（自衛隊の部隊が派遣される以外に他の適切な手段がないこと）の３要 

件すべてを満たすことを原則として、おおむね次のような場合において、同法に基づき要請の手 

続を行う。 

ア 人命救助のための応援を必要とするとき。 

イ 地震、洪水、津波、豪雨等による災害または災害の発生が予想され、緊急の措置に応援を必 

要とするとき。 

ウ 大規模な災害が発生し、応急措置のため応援を必要とするとき。 

エ 救助物資の輸送のため応援を必要とするとき。 

オ 主要道路の応急啓開に応援を必要とするとき。 

カ 応急措置のための医療、防疫、給水および通信支援等の応援を必要とするとき。 

 

なお、市（総務対策部）は、平成26年12月４日に陸上自衛隊第11旅団第28普通科連隊（以下、 

「第28普通科連隊」という。）と締結した、「大規模災害時等における連携に関する協定」に基 

づき、北海道知事（渡島総合振興局長）への依頼が必要な場合は、あらかじめ第28普通科連隊に 

災害派遣を必要とする情報等の提供を行う。 

その他、災害の発生する恐れのある場合において、市（総務対策部）は、災害の予測および災 

害対応の態勢状況等の情報を第28普通科連隊に連絡し、情報を受けた第28普通科連隊は、必要に 

応じ市の災害対策本部等に連絡幹部を派遣する。 

 

（２）災害派遣要請の手続 

ア 要請の手続 

市（総務対策部）は、災害派遣の必要があると認められるときは、次の事項を明らかにした 

文書をもって北海道知事（渡島総合振興局長）に依頼する。 

また、緊急を要する場合は、口頭または電話等により依頼し、速やかに文書を提出する。 

（ア）災害の状況および自衛隊の派遣を必要とする事由 

（イ）派遣を希望する期間 

（ウ）派遣を希望する区域および活動内容 

（エ）派遣部隊との連絡方法、その他参考となる事項 

イ 要請手続の特例 

市（総務対策部）は、人命の緊急救助に関し、北海道知事（渡島総合振興局長）に依頼する 

いとまがないとき、または通信の途絶等により北海道知事（渡島総合振興局長）と指定部隊と 

の連絡が不能である場合等については、直接指定部隊の長に通報することができる。 
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ただし、この場合、速やかに北海道知事（渡島総合振興局長）に連絡し，上記アの手続きを 

行う。 

（３）災害派遣部隊の受入体制 

ア 受入れ準備の確立 

市（総務対策部）は、北海道知事（渡島総合振興局長）または自衛隊より災害派遣の通知を 

受けたとき、次により措置する。 

（ア）宿泊所等の準備 

派遣部隊の宿泊所、車両器材等の保管場所の準備、その他受入れのため必要な措置および 

準備をする。 

（イ）連絡職員の指名 

派遣部隊および振興局との連絡者を指名し、連絡にあたらせる。 

（ウ）救援活動計画 

救援活動の内容、所要人員、器材等の確保、その他について計画をたて、派遣部隊の到着 

と同時に救援活動ができるよう準備する。 

イ 派遣部隊到着後の措置 

（ア）派遣部隊との救援活動計画等の協議 

派遣部隊が到着した場合は、派遣部隊を目的地に誘導するとともに派遣部隊の責任者と救 

援活動計画等について協議し、調整のうえ必要な措置をとるものとする。 

（イ）道への報告 

市（総務対策部）は、部隊到着後および必要に応じて次の事項を知事（渡島総合振興局長 

）に報告する。 

ａ 派遣部隊の長の官職氏名 

ｂ 隊員数 

ｃ 到着日時 

ｄ 従事している救援活動の内容および状況 

ｅ その他参考となる事項 

 

（４）派遣部隊撤収要請の手続 

市（総務対策部）は、災害派遣要請の目的を達成したとき、またはその必要がなくなったと認 

められるときは、速やかに文書をもって知事（渡島総合振興局長）に、自衛隊の撤収要請を依頼 

する。なお、日時を要するときは、口頭または電話等で報告し、その後文書を提出する。 

 

（５）派遣および撤収要請先 

北海道渡島総合振興局 地域創生部地域政策課 

  函館市美原 4丁目 6-16 電話(0138)47-9430 

 

（６）「大規模災害時等における連携に関する協定」に係る連絡先 

 函館駐屯地司令（第 28普通科連隊第三科） 

   函館市広野町 6-18   電話（0138）51-9171～4 
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（７）（２）イの要請手続の特例に係る通報先 

 陸上自衛隊 

  函館駐屯地司令（第 28普通科連隊第三科） 

    函館市広野町 6-18   電話（0138）51-9171～4 

 海上自衛隊 

  函館基地隊司令（警備科） 

    函館市大町 10-3    電話（0138）23-4241～2 

 航空自衛隊 

  第２航空団司令（防衛部） 

    千歳市平和       電話（0123）23-3101～4 内線 2231 

 

（８）経費等 

ア 市は、次の費用を負担する。 

（ア）資材費および機器・宿舎借上料 

（イ）電話料およびその施設費 

（ウ）電気料 

（エ）水道料 

（オ）汲み取り料 

イ その他必要経費については、自衛隊および市において協議のうえ定める。 

ウ 派遣部隊は、市または民間から宿泊・給食の施設、設備等の提供を受けた場合は、これを利 

用することができる。 

 

（９）派遣活動 

派遣時における自衛隊の実施する活動等は、通常次のとおりである。 

ア 被害状況の把握 

イ 避難の援助 

ウ 遭難者等の捜索救助 

エ 水防・消防活動 

オ 道路または水路の啓開 

カ 応急医療・救護および防疫 

キ 通信支援 

ク 人員および物資の緊急輸送 

ケ 炊飯および給水の支援 

コ その他 
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３．派遣および撤収要請様式 

派遣要請 

 

函 総 災 

令和  年  月  日 

北海道知事 ○○ ○○ 様 

函館市長 ○○ ○○ 

 

災害派遣の要請について 

 

このことについて、次のとおり        のため緊急措置が必要なことから、自衛隊法 

第８３条に基づく自衛隊の派遣を要請します。 

 

記 

１ 災害の状況および派遣を要請する理由 

 

２ 派遣を希望する期間 

 

３ 派遣を希望する区域および活動内容 

 

４ 派遣部隊が展開できる場所 

 

函館市総務部災害対策課（担当者） 

電話（０１３８）２１－３６４８ 

 

 ※要請事案に係る現状や対応経過、地図等の資料を添付すること。 

 

撤収要請 

 

函 総 災 

令和  年  月  日 

北海道知事 ○○ ○○ 様 

函館市長 ○○ ○○ 

 

災害派遣の撤収要請について 

 

令和○○年○月○日付け函総災にて依頼しました自衛隊の派遣について、    されました 

ので、次の日時をもって撤収要請します。 

 

記 

１ 撤収を希望する区域 

 

２ 撤収要請日時 

 

３ 撤収を必要とする理由 

 

函館市総務部災害対策課（担当者） 

電話（０１３８）２１－３６４８ 

 


